
福山市省エネ家電買替支援事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は，原油価格・物価高騰による家計負担の軽減を図るため，住宅用とし 

て省エネルギー性能の高い家電製品に買い替えた市民に対し，予算の範囲内において福

山市省エネ家電買替支援事業補助金（以下「補助金」という。）を交付するものとし，

その交付について，福山市補助金交付規則（昭和４１年規則１７号）に定めるもののほ

か，必要な事項を定めるものとする。 

（省エネ家電製品の種類） 

第２条 補助金交付の対象となる家電製品（以下「省エネ家電」という。）の種類は，次

の各号に掲げるものとする。 

（１）エアコン 

   日本産業規格（ＪＩＳ規格）Ｃ９９０１に基づく省エネルギー基準達成率が，１１

３％以上（目標年度：２０１０年度）のもの，又は１００％以上（目標年度：２０

２７年度）のもの 

（２）冷蔵庫 

   日本産業規格（ＪＩＳ規格）Ｃ９９０１に基づく省エネルギー基準達成率が，１０

０％以上（目標年度：２０２１年度）のもの 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付を受けることができる者は，次の各号のいずれにも該当する者とす

る。 

（１）自ら居住する市内にある住宅の既存の家電を，同品目の省エネ家電に買い替え，設置

した者 

（２）補助金申請日時点において，本市に住民票を有する者 

（３）市税を滞納していない者  

２ 前項の規定に関わらず，次の各号のいずれかに該当する者は，補助の対象としない。 

（１）暴力団員（福山市暴力団排除条例〔平成２４年条例第１０号。以下「条例」という。〕 

第２条第２号の暴力団員をいう。） 

（２）暴力団員等（条例第２条第３号の暴力団員等をいう。） 

（補助対象機器） 

第４条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は，前条第１項第１

号の買い替え後の省エネ家電（以下「補助対象機器」という。）について，次の各号に定

める要件を満たさなければならない。 

（１）市内に所在する店舗で購入した新品（未使用品であり，インターネット販売で購入し

たものを除く。）であること。 

（２）既存機器を買い替えるために自ら購入し，設置したものであること（リース及びレン



タルを除く。）。 

（３）製造事業者による製品保証があること。 

（４）２０２３年（令和５年）５月１日から同年８月２７日までの間に購入し，設置したも

のであること。 

（５）国，地方公共団体その他の団体による他の補助金を受け，購入するものでないこと。 

（補助対象経費） 

第５条 補助対象経費は，省エネ家電の購入及び設置に要した費用とし，本体費用，工事

等の設置に要する費用，設置に必要な部品及び付帯設備等の費用並びに運搬料とする。 

 ただし，次に掲げる額は除くものとする。 

（１）リサイクル処理に係る費用 

（２）消費税及び地方消費税 

（３）クーポン券等で割引きされた額 

（補助金の額） 

第６条 補助金の額は，次の各号に掲げる区分に応じ，当該各号に定める額とする。 

（１）補助対象経費が１５万円を超えるとき       ５万円 

（２）補助対象経費が１０万円を超え１５万円以下のとき ３万円 

（３）補助対象経費が５万円を超え１０万円以下のとき  １万円 

２ 補助金の交付は，１世帯当たり１品目につき１回限りとし，同一品目を複数台購入した

場合は，その金額の合計とする。 

（補助金交付申請） 

第７条 申請者は，２０２３年（令和５年）８月３１日までに，福山市省エネ家電買替支援 

事業補助金交付申請書（様式第１号。以下「補助金交付申請書」という。）に必要事項を 

記入し，次に掲げる書類を添付し，市長に提出しなければならない。 

（１）補助対象経費に係る領収書又はレシート（以下「領収証等」という。）の写しで，次 

に掲げる事項が全て記載されているもの 

  ア 購入日 

  イ 購入した店舗（市内に所在する店舗） 

  ウ 購入製品名又は型番 

  エ 購入費用及びその内訳 

（２）メーカー発行の保証書の写し（型番及び製造番号が記載されているもの） 

（３）設置場所が分かる書類の写し（購入した対象家電の納品日又は設置日及び納品先住所

が記載されているもの） 

（４）口座名義人，口座番号等が明記されている通帳又はキャッシュカードの写し 

（５）買替え前の商品を処分する際の「家電リサイクル券（排出者控え）」の写し 

（６）その他市長が必要と認める書類 

２ 前項に規定する提出は，郵送又は電子申請によるものとする。 



３ 第１項の申請の受付は，先着順に行うものとし，予算の範囲を超えたときは，受付を停

止する。ただし，予算の範囲を超えることとなった日の受付については，次に掲げるもの

で抽選を行い，受付の順番を決定するものとする。 

（１）郵送の場合 予算の範囲を超えることとなった日の消印があるもの 

（２）電子申請の場合 予算の範囲を超えることとなった日に申請されたもの 

（補助金の交付決定及び通知） 

第８条 市長は，前条の規定による補助金交付申請書の提出があった場合は，その内容を審 

査し，適正と認めたときは，補助金の交付を決定し，福山市省エネ家電買替支援事業補助

金交付決定通知書（様式第２号。以下「補助金交付決定通知書」という。）により，申請

者に通知するものとする。 

２ 市長は，補助金を交付しないことを決定したときは，福山市省エネ家電買替支援事業補 

助金不交付決定通知書（様式第３号。以下「補助金不交付決定通知書」という。）により， 

申請者に通知するものとする。 

（交付決定の取消し） 

第９条 市長は，補助金交付決定対象者が，次の各号のいずれかに該当すると認めたときは， 

補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。  

（１）偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき 

（２）この要綱の規定に違反したとき 

（３）前２号に掲げるもののほか，市長が不適切であると認める事由が生じたとき 

２ 市長は，前項の規定により補助金の交付決定の全部又は一部を取り消したときは，福山 

市省エネ家電買替支援事業補助金交付決定取消通知書（様式第４号。以下「補助金交付取 

消決定通知書」という。）により，その旨を補助金交付決定対象者に通知するものとする。 

（補助金の返還） 

第１０条 市長は，前条第１項各号の規定により，交付決定を取り消した場合において， 

当該取消しに係る部分に関し,既に補助金が交付されているときは，期限を定めて，その 

全部又は一部の返還を命ずるものとする。          

（財産処分の制限） 

第１１条 補助金交付決定対象者は，補助事業により取得した財産を補助金の交付の目的

に反して使用し，譲渡し，交換し，貸し付け，又は担保に供してはならない。ただし，そ

の財産が耐用年数（減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５

号）別表第１及び別表第２に定める耐用年数をいう。）を経過し，又は市長の承認を受け

た場合は，この限りではない。               

（状況調査） 

第１２条 市長は，必要に応じて当該補助金交付に係る省エネ家電の設置状況の調査を行

うこととし，補助金交付決定対象者は，これに協力しなければならない。 

（雑則） 



第１３条 この要綱に定めるもののほか，この要綱の実施について必要な事項は，市長が別 

に定める。 

附 則 

 この要綱は，２０２３年（令和５年）５月１日から施行する。 

 


